


づき、19 年中に策定される、「今後の具体的な道路整備の姿を示した中期的な計画」につ

いては、諮問会議においても検討を行う。

原則５ 真に必要な公共投資への選別を強化するため、すべての事業評価につ

いて第３者機関が監視を行うなど、評価の厳格化を徹底する

社会資本は出来てしまうと後戻りが困難であるため、事前の評価が極めて重要。現在の

第３者機関は、再評価と事後評価のみを行っているが、採択時を含めすべての評価につ

いて第３者機関で厳しく監視する

原則６ 実績が事前の想定を下回る公共投資の事例等について、経済財政諮問

会議においても審議を行い、分野別の予算などに反映する

原則７ 公共投資に関する国と地方の役割・責任を、重層構造ではなく単純明快

な構造とする。補助事業については、地域のニーズにきめ細かく対応す

るため、地方単独事業への転換を進める

３． 歳出改革の継続 

・ 歳出改革はスタートしたばかりであり、歳出全般について、19 年度予算に続

き、２０年度も最大限の努力が必要である。

・ 公共投資については、

①過去の入札談合事件においては不当利得が２割程度あったこと（図表 1）

②国・地方をつうじた一般競争入札の拡大により、落札価格が低下するとみ

られること（図表 2,3） 

③官民の建築工事費を単純に比較することはできないが、公共工事のコスト

縮減余地は小さくないとみられること（図表 4） 


などから、今後、コストを大幅に引き下げる余地があるとみられる 


・	 コスト縮減への取組や、地域のニーズに応じたきめ細かな対応を行うことな

どにより、平成２０年度予算においても、名目対前年度比▲３％の削減を行う

べきである。また、その後、平成２３年度までの３年間についても、同様の改

革努力を継続すべきである

・ なお、コスト縮減については、現行計画を確実に実行するとともに、２０年度

以降も新たなコスト縮減計画を策定し、努力を継続すべきである。同時に、

ＰＦＩを一層活用し、民間の知見、資金を活用する必要がある



（別紙） 

入札談合の根絶に向けて 

○一般競争入札の適用範囲の大幅な拡大 

・国土交通省所管の工事について、平成１９年度中に１億円以上、平成２０

年度中に６０００万円以上の工事が、一般競争入札の対象とされる方針と

なっているが、これをできるだけ早期（例えば３年以内）に、すべての工

事を対象とすべきである 

・また、地方についても同様にすべきである 

○罰則の強化 

・談合等不正行為を行った場合の罰則（営業停止処分、入札参加資格の停止

等）については、不正行為が後を絶たない現状にかんがみ、例えば、資格

停止期間の延長など、十分な抑止力を持つよう強化すべきである 

○情報開示の拡大 

・発注者は、予定価格及び落札内容に関する情報をより詳細かつ分かりやす

く公表すべきである 

・競争入札において総合評価方式とする場合には、できる限り客観的な評価

が行われるよう、評価者の判断によって異なり得る「技術評価点」（技術

力、施行能力等に応じて付与される加算点）について、発注者（評価者）

は事後的にその評価根拠を分かりやすく公表すべきである 



       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図表１） 入札談合による不当利得の推計値

　入札談合事件（以下の30件）の単純平均・・・18.6％

事件名 取引分野等 不当利得の推計値  

  千歳市等発注のガス水道配管等工事についての入札談合事件 9.2%  

  東京都発注の乾式直読型等の水道メーターの入札談合事件 50.1%  

  首都高速道路公団発注の建築工事の入札談合事件 11.2%  

  和歌山県新宮土木事務所等発注の特定土木工事の入札談合事件 21.0%  

  岡山県発注の道路標識設置工事の入札談合事件 9.3%  

  郵政省発注の郵便区分機の入札談合事件 15.7%  

①大阪市発注の下水道向け ① 41.5%
②大阪市発注の豊野浄水場向け ② 28.0%
③大阪府発注の三島浄水場向け ③ 29.0%
④京都市発注の４上水場等向け ④ 28.8%

  千葉市発注のごみ焼却施設に係るダイオキシン類測定分析業務の入札談合事件  39.3%
  住宅・都市整備公団中部支社等発注の塗装工事の入札談合事件  8.0%
  市町村等の地方公共団体発注のごみ焼却施設の建設工事の入札談合事件  12.4%
  小松市発注の水道工事の入札談合事件  10.2%
  町田市発注の土木工事等の入札談合事件  20.3%

①宮城県内の官公庁等発注 ① 37.2%
②福島県内の官公庁等発注 ②  5.4%

  高槻市水道部発注の上水道本管工事の入札談合事件  16.5%
  東京都発注の大型造園工事の入札談合事件  13.0%

①国有林野に係る調査・設計  ① 13.3%
②治山事業に係る調査・設計 ②  7.8%
③林道事業に係る調査・設計 ③ 10.9%

  （財）東京都新都市建設公社発注の特定土木工事の入札談合事件  14.8%
  香川県発注の土木工事の入札談合事件  11.3%
  高松市発注の土木工事の入札談合事件  25.5%
  三重県発注の測量・設計業務の入札談合事件  12.0%
  警視庁発注の道路標示塗装委託の入札談合事件  5.5%

①集中制御式交通信号機 ① 23.0%
②プログラム多段式交通信号機 ② 19.0%
③信号施設更新等工事 ③  8.2%

  大阪市，大阪府及び京都市発注の次亜塩素酸ソーダの入札談合事件

  宮城県及び福島県内の官公庁等発注の航空測量業務の入札談合事件

　 （出典）公正取引委員会資料（平成16年５月）による。

  林野庁東北森林管理局青森分局内に所在する官公庁等が発注する国有林野の利
活用等に伴う調査・測量等業務の入札談合事件

  警視庁発注の信号機工事等の入札談合事件

 ・入札談合事件による不当利得の推計値は，平成８年から平成１５年３月の間に排除勧告若しくは課徴金納付命令を行った事件における，公正取引委員会の審査開始後の
落札価格の下落率を基に算出（公正取引委員会が立入検査を行った月に実施された入札は除いて落札価格の下落率を算出）。

・本資料のデータは違反事件審査において発注官庁等から提出された資料等を基に作成（審判中の事件を含む。）。また，卸・小売業に関する事件及び事件に関する資
料から上記の方法によって下落率を算出することが困難なものについてはデータから除外している（例：かねてからカルテル価格を維持していて，原材料価格の上昇を受
けて，値上げを合意した事件の場合には，競争市場価格を推計し難いことから，かかる事件は除外している。）。

(注)



（図表２） 一般競争入札の適用率と落札率
（国土交通省直轄工事）
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（出典）財務省資料、国土交通省資料により作成。
（注 １）落札率は加重平均（契約価格の総合計÷予定価格の総合計）で算出。
（注 ２）一般競争入札の適用率は件数ベース。



（図表３）　地方公共団体における一般競争入札を適用する工事金額の基準
（都道府県および政令指定都市）
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　　　　　　　（備考）　１．財務省資料、総務省・国土交通省資料により作成。

　　　 　　　　　　　　　２．一般競争入札を適用する基準金額が横軸に示している範囲にある団体の数。



（図表４）建築工事費（平米あたり単価）の官民比較
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（出所）国土交通省「建築着工統計」により作成。床面積あたり建築工事予定額（平成17年度)。
（注）国・地方＝国+都道府県+市町村、民間=会社+会社でない団体+個人


